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山形県告示第412号

　鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）第18条の７第４項の規定により、

認定鳥獣捕獲等事業者から次のとおり廃止する旨の届出があった。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

県 章
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山形県告示第413号

　介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり廃止

する旨の届出があった。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第414号

　山形県公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成17年３月県規則第８号）第３条第

１項の規定により、山形県産業創造支援センターの指定管理者から次のとおり変更した旨の届出があった。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　届出をした指定管理者の名称及び所在地

　　公益財団法人やまがた産業支援機構

　　山形市城南町一丁目１番１号

２　届出の内容

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第415号

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の３第１項の規定により、指定納付受託者を次のとおり指定し

た。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　指定納付受託者の名称及び事務所の所在地

　　株式会社さとふる

　　東京都中央区京橋二丁目２番１号

２　指定納付受託者が納付事務を行うことができる歳入

山形応援寄付金（株式会社さとふるがインターネットを通じて提供する公金の支払に係るシステムを利用して

納付されるものに限る。）

３　指定年月日

　　令和６年４月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

認定鳥獣捕獲等事業者の名称 認定鳥獣捕獲等事業者の住所 代表者の氏名 廃止年月日

ＡＬＳＯＫ山形株式会社 山形市松栄一丁目５番30号 本　川　哲　久 令和 6. 4.29 

指定居宅サービス事業者の

名称又は氏名
事業所の名称及び所在地 サービスの種類 廃止年月日

社会福祉法人白鷹町社会福祉

協議会

白鷹町社会福祉協議会訪問介護事業所

西置賜郡白鷹町大字荒砥甲488
訪 問 介 護 令和 6. 3.31

指　定　管　理　者　の　名　称

変更年月日

変　　更　　前 変　　更　　後

公益財団法人山形県企業振興公社 公益財団法人やまがた産業支援機構 令和 6．4．1
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山形県告示第416号

　地方自治法施行令等の一部を改正する政令（令和６年政令第12号）による改正前の地方自治法施行令（昭和22年

政令第16号）第158条第１項の規定により、次のとおり歳入の収納の事務を委託した。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　委託した収納事務

山形応援寄付金（株式会社さとふるがインターネットを通じて提供する公金の支払に係るシステムを利用して

納付されるものに限る。）の収納事務

２　受託者の名称及び所在地

(1)	名　称　株式会社さとふる

(2)	所在地　東京都中央区京橋二丁目２番１号

３　委託期間　令和６年４月１日から令和７年３月31日まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第417号

　農産物検査法（昭和26年法律第144号）第18条第３項において準用する同法第17条第２項の規定により、次のと

おり地域登録検査機関の登録の更新をした。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１  登録年月日及び登録番号

　　令和元年７月30日

　　101

２  登録検査機関の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地　

　　有限会社タカハシ

　　代表取締役　髙橋　通博

　　北村山郡大石田町大字田沢2280番地２

３  農産物検査を行う農産物の種類

　　国内産玄米

４  登録の区分

　　品位等検査

５  農産物検査を行う区域

　　山形県

６  農産物検査員の氏名及び農産物検査を行う農産物の種類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第418号

　家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）第13条第１項の規定により、家畜が患畜又は疑似患畜となったこと

を発見したことについて次のとおり届出があった。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　　名 農産物検査を行う農産物の種類 備　　　考

髙　橋　良　友 玄米 国内産農産物に限る。

家畜伝染病

の　種　類
家畜の種類

患畜、疑似

患 畜 の 別
頭 数 発 生 の 場 所 又 は 区 域 発生年月日

ヨーネ病 牛 患 　 畜 １ 山形市 令和 6. 5.16
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山形県告示第419号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、土地改良区の定款の変更を次のとおり認可し

た。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　土地改良区の名称

　　月光川土地改良区

２　事務所の所在地

　　飽海郡遊佐町遊佐字京田36番地

３　認可年月日

　　令和６年５月21日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第420号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、土地改良区の定款の変更を次のとおり認可し

た。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　土地改良区の名称

　　袖浦土地改良区

２　事務所の所在地

　　酒田市緑ケ丘一丁目３番地の７

３　認可年月日

　　令和６年５月21日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第421号

　次のとおり都市計画法（昭和43年法律第100号）第62条第１項の規定による告示があった。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　都市計画事業の種類及び名称

(1)	種  類    東根都市計画道路事業

(2)	名  称    ３・２・２号山形空港前通り線

２  施行者の名称

    山形県

３  事務所の所在地

    山形市松波二丁目８番１号

４  事業地の所在

(1)	収用の部分　　東根市大字羽入字北原及び字角地地内

(2)	使用の部分　　なし

５  告示年月日及び番号

    令和６年３月28日  東北地方整備局告示第47号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第422号

　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112号）第40条の規定により、

住宅確保要配慮者居住支援法人を次のとおり指定した。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子
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山形県告示第423号

　次の開発行為は、完了した。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　許可番号　　

　　令和５年８月18日　指令村総建第192号

２　開発区域に含まれる地域の名称

　　西村山郡西川町大字間沢300番１

３　開発許可を受けた者の住所及び名称

　　西村山郡西川町大字海味510番地　西川町

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第424号

　次の開発行為は、完了した。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　許可番号　　

　　令和６年４月８日　指令村総建第114号

２　開発区域に含まれる地域の名称

　　東村山郡中山町大字金沢字高野清水570番12、571番２、571番４

３　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　東村山郡中山町大字長崎302番地ドッグウッド101号

　　森谷　直之、森谷　和子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

山形県告示第425号

　建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、道路の位置を次のとおり指定した。

　なお、関係図面は、置賜総合支庁建設部建築課及び南陽市役所において縦覧に供する。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　指定の番号　　私道置総建第364号

２　指定の場所　　南陽市島貫字西原東498番地の一部

３　道路の現況　　幅員　  6.00メートル

　　　　　　　　　延長　 59.74メートル

４　指定年月日　　令和６年５月21日

 　　　　　　　　　　　　

公　　　　　告
 　　　　　　　　　　　　

　特定調達契約に係る落札者を次のとおり決定した。

　なお、この落札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１  落札に係る特定役務の名称及び数量　

　　大規模システム統合基盤再構築に伴う山形県税務総合電算システム移行業務　一式

住宅確保要配慮者

居住支援法人の名称及び住所

支援業務を行う

事務所の所在地
指定年月日

株式会社cocolo

山形市山家町二丁目７番17号

山形市山家町二丁目７番17号
令和 6. 5.13
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２  特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　山形県総務部税政課税務システム担当　山形市松波二丁目８番１号　電話番号023(630)2096

３  落札者を決定した日　令和６年５月14日　

４  落札者の名称及び所在地

　　株式会社ＹＣＣ情報システム　山形市松波四丁目５番12号

５  落札金額　125,400,000円

６  特定調達契約の相手方を決定した手続き　一般競争入札

７　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項の規定による公告を行った日

　　令和６年４月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　特定調達契約に係る落札者を次のとおり決定した。

　なお、この落札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１  落札に係る特定役務の名称及び数量　

　　山形県税務総合電算システム利用環境導入及び運用管理業務　一式

２  特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　山形県総務部税政課税務システム担当　山形市松波二丁目８番１号　電話番号023(630)2096

３  落札者を決定した日　令和６年５月14日　

４  落札者の名称及び所在地

　　株式会社ＹＣＣ情報システム　山形市松波四丁目５番12号

５  落札金額　214,995,000円

６  特定調達契約の相手方を決定した手続き　一般競争入札

７　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項の規定による公告を行った日

　　令和６年４月２日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　特定調達契約に係る随意契約の相手方を次のとおり決定した。

　なお、この随意契約に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　随意契約に係る特定役務の名称及び数量

　　山形県大規模システム統合基盤運用保守業務　一式

２　特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　山形県みらい企画創造部ＤＸ推進課デジタル基盤整備担当

　　山形市松波二丁目８番１号　電話番号023(630)2094

３　随意契約の相手方を決定した日　令和６年３月28日

４　随意契約の相手方の名称及び所在地

　　テクノ・マインド株式会社山形支社　山形市本町一丁目４番27号

５　随意契約に係る契約金額　60,079,800円

６　特定調達契約の相手方を決定した手続　随意契約

７　随意契約による理由

　　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第１項第２号該当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）第８条第１項第３号の規定により、毒物劇物取扱者試験を次のと

おり実施する。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子
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１　試験の日時及び場所

２　試験の種類

(1)	一般毒物劇物取扱者試験

(2)	農業用品目毒物劇物取扱者試験

(3)	特定品目毒物劇物取扱者試験

３　受験手続

受験願書を令和６年６月５日（水）から同月26日（水）までの間に、山形市松波二丁目８番１号健康福祉部健

康福祉企画課薬務担当に提出すること（郵送による提出の場合は簡易書留とし、同日までの消印のあるものに限

り有効とする。）。

４　その他

詳細については、健康福祉部健康福祉企画課薬務担当（電話番号023(630)2662）又は最寄りの保健所（山形市

保健所を除く。）に問い合わせること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　特定調達契約に係る落札者を次のとおり決定した。

　なお、この落札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和６年５月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

１　落札に係る物品等の名称及び数量　

　　ノート型パソコン及びデスクトップ型パソコン　3,258台

２　特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　山形県会計局会計課調達担当　山形市松波二丁目８番１号　電話番号023(630)2721

３　落札者を決定した日　令和６年５月９日

４　落札者の名称及び所在地

　　株式会社管理システム山形本部　山形市松栄二丁目２番１号

５　落札金額　234,795,000円

６　特定調達契約の相手方を決定した手続　一般競争入札

７　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項の規定による公告を行った日　

　　令和６年３月29日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和６年度における教科書展示会の開催は、次のとおりとする。

　　令和６年５月31日

山 形 県 教 育 委 員 会 　　　　　　　　

教 育 長　　髙　　　橋　　　広　　　樹

１　教科書展示会の開始の時期　　　

　　令和６年６月14日（金）

２　教科書展示会の期間

　　14日間　　各日午前９時から午後４時45分まで

３　会場及び展示内容

日　　　　　　　　　　　　　　時 場　　　　　　　　　　　　　　所

令和６年９月４日（水）

午後１時30分から午後３時30分まで

山形市上柳260番地

山形県立保健医療大学
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　備考　土曜日及び日曜日の開催並びに展示時間の延長等については、会場により異なる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第242条第５項の規定により、住民監査請求に係る監査の結果を次のとおり

公表する。

　　令和６年５月31日

山形県監査委員　　松　　　田　　　義　　　彦

山形県監査委員　　海　老　名　　　信　　　乃

第１　監査の請求

　１　請求人

　　　山形市相生町５番25号

　　　弁護士法人あかつき法律事務所気付

　　　市民オンブズマン山形県会議　代表者　外塚　　功

　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　田中　　暁

　　　（住所省略）　　　　　　　　　　　　 長岡　　昇

教　科　書　展　示　会　会　場 展　示　内　容

天童市大字山元字犬倉津2515番地

山形県教育センター

・小学校用教科書     ・中学校用教科書

・高等学校用教科書

・特別支援学校用教科書

（小学部知的障害者用、中学部知的障害者用）

※　一般図書を含む

山形市城西町二丁目２の15

山形市総合学習センター

・小学校用教科書     ・中学校用教科書

・特別支援学校用教科書

（小学部知的障害者用、中学部知的障害者用）

寒河江市大字西根字石川西355番地

村山教育事務所

・小学校用教科書     ・中学校用教科書

・高等学校用教科書

・特別支援学校用教科書

（小学部知的障害者用、中学部知的障害者用）

村山市中央一丁目３番６号

北村山視聴覚教育センター

・小学校用教科書　　 ・中学校用教科書

・特別支援学校用教科書 

（小学部知的障害者用、中学部知的障害者用）

新庄市金沢字大道上2034番地

最上教育事務所

・小学校用教科書     ・中学校用教科書

・高等学校用教科書

・特別支援学校用教科書

（小学部知的障害者用、中学部知的障害者用）

米沢市金池三丁目１番14号

置賜総合文化センター

・小学校用教科書     ・中学校用教科書

・特別支援学校用教科書

（小学部知的障害者用、中学部知的障害者用）

長井市高野町二丁目３番１号

置賜教育事務所

・小学校用教科書     ・中学校用教科書

・高等学校用教科書

・特別支援学校用教科書

（小学部知的障害者用、中学部知的障害者用）

東田川郡三川町大字横山字袖東７番１号

庄内教育事務所

・小学校用教科書     ・中学校用教科書

・高等学校用教科書

・特別支援学校用教科書

（小学部知的障害者用、中学部知的障害者用）

酒田市本町二丁目２番45号

酒田市役所本庁舎６階

・小学校用教科書     ・中学校用教科書

・特別支援学校用教科書

（小学部知的障害者用、中学部知的障害者用）
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　　　（住所省略）　　　　　　　　　　　　 櫻井　啓志

　　　（住所省略）　　　　　　　　　　　　 茂木　孝雄

　　　（住所省略）　　　　 　　　　　　　　蜂谷　　敏

　２　請求書の提出

　　　令和６年３月28日

　３　請求の内容

　　　（請求書の原文に即して記載した。）

(1)	措置の要求

山形県知事が山形県議会議員に対して、2022（令和４）年度において交付した政務活動費のうち、別紙

「議員一覧表」中の「支出額」欄に金額記載のある議員についてその金額の返還請求権の行使をしないこと

は、財産管理を怠るものであるから、地方自治法第242条第１項に基づき、監査委員が山形県知事に対し、

その行使をするよう勧告することを請求する。

(2)	請求の理由（違法な行為）

イ　山形県議会議員（以下、「議員」という。）は、2022（令和４）年度において、月額金28万円の政務活動

費の交付を受けている。

ロ　政務活動費は、地方自治法（以下、「法」という。）第100条第14項の「議員の調査研究その他の活動に

資するため必要な経費の一部として」との定めを受けて、「山形県政務活動費の交付に関する条例」に基

づいて議員に交付されているものである。したがって、議員に交付される政務活動費の使途は議員の調査

研究等の活動に資するために必要な経費に限定される。

ハ　山形県議会では、この政務活動費の使途に関して、「政務活動費の手引」を策定し、支出できない事項

を列記しており、また、議員の政務調査費・政務活動費に関し裁判所が違法と判断した支出、あるいは全

国各地の政務調査費・政務活動費に関し裁判所が違法支出と判断した支出もあり、各議員はこれらに則る

ことは当然であり、目的外支出の違法支出を行わないようにする義務がある。

ニ　別紙「議員一覧表」の「支出額」欄記載の金額は、その使途から違法と判断される支出の合計額であ

り、政務活動費の目的外の違法支出と判断され山形県知事はその返還を求めるべきであるが、これを怠っ

ている。

ホ　別紙「議員一覧表」の「支出額」欄で集計された具体的な支出内容と違法の理由は、事実証明書中の

「違法支出一覧表」に記載の各支出であり、同表の「違法類型欄」にＡからＤの記号で違法理由を示し、

その内容は次のとおりである。

Ａ：顔写真・プロフィール等の政務活動と直接関係のない事項が掲載された広報紙の発行やホームページ

の維持等に係る費用は、２分の１の按分を超える支出は違法と判断すべきである。これらは、議員自身

及びその活動実績をも市民に印象付けることによって支援者を獲得、保持するなどの選挙活動、後援会

活動としての効果等も有し、これらに係る支出は、調査研究活動の目的と選挙活動などそれ以外の目的

を併有し、本件使途基準に適合する部分とそうでない部分が混在する一体的支出であるといえるから、

按分により支出することが相当であり、選挙活動、後援会活動としての効果等が配置や分量等に応じて

発生するとはいえず、按分することが困難であり、２分の１を超える支出は違法とすべきである。（仙

台高裁2022（令和４）年12月21日判決、下記山形地裁判決など参照）

　　なお、すでに議員がある程度按分して計上している場合は、２分の１の按分額を超えた計上額を違法

支出額として算出している。

Ｂ：意見交換を目的としない新年会・新春賀詞交換会・名刺交換会・新春顔合わせ会・祝賀会・記念式典

などの参加及び挨拶回りなどおよそ調査研究活動とみる余地のない活動は政務活動としての実態を有す

るものでなくその参加費、旅費の支出は違法である。（山形地裁2023（令和５）年11月28日判決など参

照）

Ｃ：町会費・公民館費・ＰＴＡ会費・商工会費・同窓会費・経営者としての資格等、個人的な資格要件で

加入している団体（ライオンズクラブ、ロータリークラブ、趣味の会等）の会費等、個人の立場で加入

している団体に対する会費などの支出は違法である。

Ｄ：政党、後援会の活動や、その他議員の政務活動とは考えられない名刺印刷の支出などは違法である。

へ　この監査請求にあたり、議員の支出内容の資料として県議会がインターネット公開した各議員の領収書

を用いたが、公開画像の解像度が悪く記載内容が読み取りづらいものが多く、あるいは記載内容が全く読

み取れないものも多数あり、名ばかりの公開で、議会に対処を求めたい。
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ト　なお、この措置請求は、項目を絞って検討したものであって、その他の支出に問題がないとしているも

のではない。ぜひ、監査委員の自発的な監査を望む。
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　４　監査委員の除斥

　　　法第199条の２の規定により、奥山誠治監査委員及び髙橋啓介監査委員は除斥とした。

　５　請求の受理

　　　本請求は、法第242条第１項に規定する要件を具備していると認め、令和６年４月10日に受理した。

第２　監査の実施

　１　監査対象事項

令和４年度に議員に交付された政務活動費のうち請求人から請求のあった支出が、違法な公金の支出に当た

るか否か、また、当該支出が違法な公金の支出に当たる場合において、知事が当該支出について返還請求権を

行使しないことが財産の管理を怠る事実に当たるか否かを監査対象とした。

　２　証拠の提出及び陳述

法第242条第７項の規定により、令和６年４月25日、請求人に証拠の提出及び陳述の機会を与えた。

証拠の提出及び陳述には、請求人の市民オンブズマン山形県会議の代表者である田中暁及び蜂谷敏並びに代

理人である渡邊大輔の３名が出席した。

新たな証拠として、平成27年度山形県議会議員政務活動費返還住民訴訟控訴事件（令和５年（行コ）第23

号）に係る仙台高等裁判所判決文（令和６年４月24日）の写しの提出があった。

陳述における請求人の主張の要旨は次のとおりであった。

(1)	顔写真・プロフィール等の政務活動と直接関係のない事項が掲載された広報誌の発行等の総費用のうち２

分の１を超える支出（請求書上のＡ類型）については、違法とするべきである。

(2)	この点に関して、仙台高等裁判所令和４年12月21日判決は、平成24年度の仙台市議会の会派又は議員の政

務調査費（当時）の支出の違法性が問われた事案において、各支出のうち、議員による広報誌の発行やホー

ムページの維持等に係る費用について、次のように判示し、これらの費用については按分支出を原則とする

べきであると判断した。

「顔写真等が掲載された広報紙の発行やホームページの維持等は、市政に関する情報を市民に広報する調査

研究活動としての側面を有する一方、議員自身及びその活動実績をも市民に印象付けることによって支援者

を獲得、保持するなどの選挙活動、後援会活動としての効果等も有するものであり、これらに係る支出は、

調査研究活動の目的と選挙活動などそれ以外の目的を併有するもので、本件使途基準に適合する部分とそう

でない部分が混在する一体的支出であるといえるから、按分により支出することが相当というべきである。」

「顔写真等が掲載された広報紙の発行が議会制民主主義に資するものであるとしても、議会制民主主義の基

礎となる選挙活動（選挙を意識した政治活動）や政党活動は、現職の議員や既存の会派ないし政党のみに

よって担われるものではない。政務調査費は、飽くまで法、本件条例及び本件規則の定める範囲内で、本件

使途基準に従って使用されるべきものであり、議会制民主主義上の意義の有無と政務調査費としての支出の

許否が当然に結び付くものではないところ、現職の議員や既存の会派であることをもって、これらの者が発

行する広報紙等の費用の全額が当然に公費によって賄われることを憲法や法が予定していると解することは

できない。広報紙の発行が市民の会派及び議員に対する支持・不支持や投票行動に影響することは補助参加

人が自認するとおりであり、これも広報紙の発行の重要な目的及び効果なのであって、これが単なる反射的

効果にすぎないということはできない。少なくとも本件条例、本件規則及び本件使途基準の解釈適用として

は、市民への影響がより強まると考えられる顔写真等が掲載された広報紙の発行に係る支出は、当該顔写真

が議員の質問風景等議員の活動の際に撮影されたものである場合を含め、調査研究活動の目的と選挙活動な

どそれ以外の目的を併有するもので、本件使途基準に適合する部分とそうでない部分が混在する一体的支出

であるといえるから、按分により支出することが相当というべきである。」

(3)	また、同判決は、広報誌の発行、ホームページの維持等に係る費用における政務調査費の按分割合につい

て、一般論として、以下のとおり判示し、各支出額の２分の１を超える支出を違法であると判断した。

「広報紙中の顔写真等と記事の文章は、全体が一体となって市政に関する情報を市民に広報する調査研究活

動としての側面を有する一方、議員自身及びその活動実績を市民に印象付けることによって支援者を獲得、

保持するなどの選挙活動、後援会活動としての効果等も有するものであって、それぞれの効果等が配置や分

量等に応じて発生するとはいえない。」「これらに係る支出については、本件要綱第８条のいう「合理的な方

法」により「按分することが困難である場合」に当たるものとして、２分の１を超える支出を本件使途基準

に沿わない違法なものとすべきである。」

(4)	なお、平成27年度の議員の政務活動費に関するものであるが、矢吹栄修議員の広報誌の掲載費用全額を政

務活動費から支出したことの違法性が問われた事案において、仙台高等裁判所は、令和６年４月24日、前記
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した令和４年12月21日判決と同様の考え方を示し、その掲載費用の２分の１を超える支出が政務活動費とは

いえない違法な支出であるとした。

(5)	本件において対象となる県政報告書等についてみると、顔写真やプロフィール等政務活動とは直接の関連

性がない事項が掲載されているものであるし、その作成時期をも考慮すると、政務活動という側面だけでは

なく、議員自身の活動を市民に印象づけ、支援者を獲得・保持する選挙活動としての側面を強く有している

と評価されるべきものである。

　　これら仙台高等裁判所判決の趣旨に沿えば、これら県政報告書等の作成にかかる費用の全額を政務活動費

から支出すること、具体的にはその費用の２分の１を超える部分をも政務活動費から支出することは違法で

あると評価されるべきである。

　　我々としては、監査委員が、この仙台高等裁判所の趣旨を十分に理解され、適切な判断を示されることを

期待している。

(6)	加えて、意見交換を目的としない新年会・新春賀詞交歓会・祝賀会等への参加費、旅費の支出（請求書上

のＢ類型）については、平成22年度の政務調査費に関する令和３年12月14日山形地方裁判所判決並びに平成

27年度の政務活動費に関する令和５年11月28日山形地方裁判所判決（及び令和６年４月24日仙台高等裁判所

判決）でも、その費用を政務活動費から支出することが違法とされている。

(7)	複数の判決において、これらの支出が違法とされている現状からすると、本件において改めて司法の判断

を仰ぐのではなく、監査委員が適切に判断されることが求められているというべきである。

　３　監査方針

請求人から請求のあった支出が、違法な政務活動費の支出に当たるか否かを判断するため、根拠となってい

る山形県政務活動費の交付に関する条例（平成13年３月県条例第４号。以下、「条例」という。）、山形県政務

活動費の交付に関する条例施行規程（平成13年３月県議会告示第２号。以下、「規程」という。）、山形県政務

活動費の取扱いに関する要領（以下、「要領」という。）及び政務活動費の手引（令和４年３月改訂版及び令和

４年10月改訂版。以下、「手引」という。）に基づいて、適正に支出されているかの観点から監査を行った。

　４　監査対象部局

監査対象部局を、政務活動費の支出事務を担当している山形県議会事務局（以下、「議会事務局」という。）

とした。

　５　関係人

法第199条第８項の規定による関係人を、請求人から請求のあった令和４年度政務活動費に関係する議員と

した。

第３　監査の結果

　１　事実証明書の検証

請求人が違法の具体的内容としている事実証明書の「違法支出一覧表」（以下「一覧表」という。）につい

て、その内容の検証を行った。

具体的には、すべての案件について、議員から議会事務局に提出された収支報告書の原本との突合を行った

ところ、一覧表の中に請求人の記載誤りが確認されたため、令和６年４月11日付けで請求人に確認・修正を求

めたところ、同年同月22日付けで補正書の提出を受けた。修正後の集計結果は「（別紙）議員一覧表」のとお

りであり、その内容について監査を行った。

　２　監査対象部局からの聴き取り結果

議会事務局の関係職員から、政務活動費（政務調査費）の概要、会派・議員に対する政務活動費の手続き、

議会事務局によるチェック体制等について聴取したところ、その結果は以下のとおりであった。

(1)	政務活動費（政務調査費）の概要

イ　平成13年４月１日に改正された当時の法第100条第13項では、「普通地方公共団体は、条例の定めるとこ

ろにより、その議会の議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は

議員に対し、政務調査費を交付することができる。この場合において、当該政務調査費の交付の対象、額

及び交付の方法は、条例で定めなければならない」と規定され、同第14項では、「前項の政務調査費の交

付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政務調査費に係る収入及び支出の報告書を

議会に提出するものとする」と新たに規定された。

ロ　こうした動きを受けて、山形県でも、「山形県議会活性化検討委員会」による検討を行い、議員提案に

より条例を制定するとともに、関連規程の整備を行い、改正法の施行に合わせて制度の運用を開始した。

ハ　その後、その使途や情報公開のあり方等に関する県民の関心の高まり等、条例制定後の社会情勢の変化
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等を踏まえ、平成19年６月に、議長のもとに設置した「山形県議会政務調査費等検討委員会」において政

務調査費の見直しを進めた結果、平成20年３月に、条例を改正して収支報告書への領収書添付を義務付け

るとともに、使途基準の明確化のため「山形県政務調査費の取扱いに関する要領」を制定した。

ニ　また、平成20年２月に、条例、規程及び要領で定めた事務処理方法、使途基準、各種様式を網羅するも

ので、政務調査費の使途などについて、その適否を具体的に判断する際の拠り所として「政務調査費の手

引」の内容を検討委員会が決定した。

ホ　平成23年度は、使途基準や支払証明書の記載についてより明確な運用が行われるよう手引を見直した。

へ　平成24年９月に法が改正され、政務調査費は「政務活動費」と名称が改められ、議員の調査研究に直接

要する経費に加え、要請陳情活動などその他の活動に資するため必要な経費の一部として交付することが

できることとされ、また、政務活動費を充てることができる経費の範囲は条例で定めることとされた。こ

のことを受け、山形県では、同年10月から検討委員会において政務活動費への制度改正の検討を行い、平

成24年12月定例会において、政務活動費を充てることができる経費の範囲等を定める条例の改正を行い、

併せて、規程、要領、手引の見直しを行った。

ト　令和３年度は、政務活動費にかかる不正受給事案の発生を受け、会派及び議員の説明責任並びに経理責

任者の指導監督の明文化、確実な事前点検を担保するための、前３カ月分の収支報告書（事前点検の書

類）を提出した後に交付申請する仕組みである「山形方式精算払い」の導入、領収書等のホームページで

の公開（令和４年度支出分から）、人件費の適切な支出の確保（給料等の口座払い、雇用状況報告書の作

成及び本人確認書類の添付、勤務実績表の作成）、事務所費の適切な支出（事務所状況報告書の作成）な

どの措置を行った。

チ　令和４年度は、県政報告誌の取扱について掲載内容に応じた適切な按分による支出となるよう、手引の

見直しを行うとともに、懇親会等に参加する経費に政務活動費を充当する場合、酒食を伴う懇親会の適切

な支出に関する周知を行った。

(2)	会派・議員に対する政務活動費の手続き

イ　政務活動費は、交付決定を受けた会派及び議員からの請求に基づき、四半期ごとに交付を行っている。

ロ　会派及び議員による四半期ごとの請求は、前四半期分の収支報告書と領収書その他の証拠書類の写しを

提出した後に行うことができる。

ハ　収支報告書には、支出金額に関わらず、全ての支出に係る領収書その他の証拠書類の写しを添付するこ

ととしている。また、領収書の取得が困難な場合等は、会派の代表者又は議員が支払証明書を作成し、収

支報告書に添付することとしている。なお、「領収書等添付票などに具体的な活動内容を記載するほか、

客観的に示す資料の写しや写真などを添付することが望ましい」ことを手引で定めている。

(3）	議会事務局によるチェック体制

イ　議会事務局では、政務活動費の交付に関して、条例に定める議長の調査権及び知事の予算執行権に基づ

き、支出が適切であるのかチェックを行っている。

ロ　具体的には、収支報告書、領収書等添付票、支払証明書、その他参考となる書類について、四半期ごと

に提出されることから、その都度、必要書類が揃っているかを確認した後、それぞれの内容について、

事務局職員がチェックしている。その結果、議員からの確認が必要な項目等については、本人に確認を求

め、適宜加筆・修正を依頼している。その結果、改めて提出された内容について再度チェックを行い、再

度確認が必要なもの、訂正が必要なものについては、再度、加筆・修正を依頼している。

ハ　令和４年度分のチェック作業については、四半期ごとの事前提出分は従前と同様に２名で実施していた

が、４月30日までに最終的な収支報告書が提出されてからのチェック作業については、さらに２名を加え

た４名でチェックした後に、その上司２名が査閲する形で作業を行った。

(4)	請求人の主張に係る議会事務局の見解

イ　政務活動費の使途については、前述のとおり、会派及び議員の責任のもとに判断すべきものであるが、

各支出科目の使途について適正な運用を図るため、支出にあたっての基本的な考え方や、政務活動を充当

するのに適さない事項等を盛り込んだ「要領」を制定するとともに、条例、規程及び要領で定めた事務処

理方法、使途基準、各種様式を網羅する「手引」を作成し、運用している。

ロ　ただし、極めて多岐にわたる議員の調査研究活動全てについてあらかじめ定めることは困難であること

から、手引に記載の内容は例を掲げているにとどまり、実際の具体的な案件について政務活動費の充当が

適切か否かを個別に判断しているケースもある。

ハ　また、県政との関わりという点においては、政務活動が、現在行われている県の事務事業と直接的な関



令和６年５月31日（金曜日） 第507号山　　形　　県　　公　　報

627

わりが薄いような事案であっても、議員は意見書の作成や政策提言も含めた施策立案を行う点において、

幅広く住民の福祉に寄与するという役割があることから、議員の合理的判断のもとに、議員として県の事

務及び地方行財政に関する調査研究が行われているものと判断している。

ニ　個々の経費の支出については、その必要性について議員の合理的判断があったことを基本的な前提とし

て捉え、事務局職員が確認を行い、政務活動としての使途及び必要な経費の積算根拠が記載されている範

囲で、適正な支出であると判断している。

　３　事実関係の確認及び判断

請求書に添付されている事実証明書の一覧表について、支出経費区分ごとに、議会事務局に対し以下のとお

り確認し、判断を行った。

(1)	収支報告書等の確認

請求人が違法と主張する各議員の支出について、保管の収支報告書及び添付書類を確認するとともに、議

会事務局の見解を聴取し、疑義等があるものについては議会事務局を通じて関係人（議員）から確認した。

なお、監査期間中に次の議員から収支報告書訂正届が提出され、この支出については請求の理由がなく

なったことから、監査対象から除外した。

また、次の議員からも収支報告書訂正届が提出されたが、監査対象の各項目の一部の減額であるため、こ

の支出については、監査対象となる支出額は減額となるものの、監査対象からは除外しない。

以上の結果、451件、支出額17,647,961円を監査対象とした。

(2)	判断

　　以下、請求人が主張の中で示している違法類型ごとに判断を述べる。

イ　Ａ類型（政務活動と直接関係のない事項が掲載された広報誌の発行やホームページの維持に係る費用の

２分の１の按分を超える支出）として摘示された支出について

(ｲ) イのうち広聴広報費に係る支出（32名、193件（関係する議員の人数と支出件数の累計であり、収支

報告書訂正届提出分を除く。以下同じ。））について

広聴広報費は、手引において、「県政に関する政策等について会派又は議員が行う広聴広報活動に要

する経費（広報誌・報告書等印刷費、委託費、文書通信費、交通費等）」とされている。

請求人は「顔写真・プロフィール等の政務活動と直接関係のない事項が掲載された広報誌の発行や

ホームページの維持等に係る費用は、２分の１の按分を超える支出は違法と判断すべきである」と主張

する。

議会事務局からは、手引において「広報誌の中に、政務活動以外の活動に係る部分が含まれる場合

は、紙面の内容により判断し、記事の割合等により按分して支出する」とし、ホームページの維持等に

氏　名 支出科目 件数 減額した額（円） 訂正理由 訂正年月日

田澤　伸一 会議費 2 125,050 記載誤り 令和６年５月10日

森田　　廣 調査研究費 1 3,000 記載誤り 令和６年５月８日

氏　名 支出科目 件数 減額した額（円） 訂正理由 訂正年月日

柴田　正人 広聴広報費 3 221,000 記載誤り 令和６年５月８日

石黒　　覚 広聴広報費 1 4,180 記載誤り 令和６年５月８日

髙橋　啓介 広聴広報費 1 35,750 記載誤り 令和６年５月８日

奥山　誠治 広聴広報費 1 68,750 記載誤り 令和６年５月10日

木村　忠三 広聴広報費 1 1,650 記載誤り 令和６年５月８日
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ついては「広報誌の場合と同様の考え方による」としており、摘示のあった支出については、按分割合

も含め、手引で示している基準に則って適正に支出されているものであるとの回答があった。このこと

に関連して、以下の補足説明があった。広報誌は県政の課題や実情について広く県民に報告を行うこと

で、県民からの意見や要望を聴取することを目的としており、この目的を効果的に達成するためには、

県民の県政に対する興味を引いて、できるだけ多くの県民に広報誌を読んでもらうことが必要である。

このような観点から、広報誌のうち、政務活動の内容を記述する記事以外の顔写真・プロフィール等の

部分についても、それが客観的にみて、表現・構成において、県民の県政に対する興味を引いて、政務

活動の報告や意見聴取を効果的に行うという観点から工夫されたものである場合には、広聴広報活動と

合理的関連性を有するものと考えることが適当であり、政務活動に適うものである。

摘示のあった支出について、それぞれ収支報告書及び添付書類による確認を行うとともに、議会事務

局で議員に確認した結果も加えて監査したところ、いずれも政務活動に適う内容の広報誌の発行・配布

またはホームページの作成・更新に関する経費であり、政務活動以外の部分は含まれていないか、記事

の割合等により適切に按分されているものと思料されることから、直ちに違法な公金の支出に当たると

は言えない。

(ﾛ) イのうち資料作成費に係る支出（１名、１件）について

資料作成費は、手引において、「会派又は議員が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費

（印刷・製本代、委託費、原稿料等）」とされている。

請求人の主張は、上記イ (ｲ)と同様である。

議会事務局からは、手引において「後援会活動、政党活動等、他の用務に係る資料を含む場合は、実

績等に応じた合理的な割合で経費を按分する」とされており、摘示のあった支出については、按分割合

も含め、手引で示している基準に則って適正に支出されているものであるとの回答があった。

摘示のあった支出について、収支報告書及び添付書類による確認を行うとともに、議会事務局で議員

に確認した結果も加えて監査したところ、県政報告に用いる資料の製作等に要する経費であり、政務活

動以外の部分は記事の割合等により適切に按分されているものと思料され、直ちに違法な公金の支出に

当たるとは言えない。

ロ　Ｂ類型（意見交換を目的としない新年会等への参加費・旅費の支出）として摘示された支出について

(ｲ) ロのうち調査研究費に係る支出（７名、16件）について

調査研究費は、手引によると「県の事務及び地方行財政等に関し会派又は議員が行う調査研究（視察

を含む。）並びに調査委託に要する経費（資料印刷費、委託費、文書通信費、交通費、宿泊費、参加費

（食糧費を含む。）等）」とされている。

請求人は、「意見交換を目的としない新年会・新春賀詞交換会・名刺交換会・新春顔合わせ会・祝賀

会・記念式典などの参加及び挨拶回りなどおよそ調査研究活動とみる余地のない活動は政務活動として

の実態を有するものでなく、その参加費・旅費の支出は違法である」と主張する。

議会事務局からは、請求人の主張に対し、単に会議等の名称により判断するのではなく、実際に意見

交換を行っているかどうかなど、実態により判断すべきものであるとの説明があった。また、手引にお

いて「調査研究を目的として出席した会議との一体性・関連性があり、かつ、主催者の開催目的が意

見交換等であり、実質的にも意見交換等が行われた場合」は、支出が認められるとされており、摘示の

あった各支出は、いずれも出席した会議等と一体性・関連性が認められる懇談会などにおいて実質的に

も意見交換等が行われているため、適切な支出であると判断しているとの回答があった。

当該支出について、それぞれ収支報告書及び添付書類による確認を行うとともに、議会事務局で議員

に確認した結果も加えて監査したところ、いずれの支出においても、実際に意見交換等の活動が行われ

たものと思料され、直ちに違法な公金の支出に当たるとは言えない。

(ﾛ) ロのうち会議費（23名、211件）に係る支出について

会議費は、手引において、「会派又は議員が行う各種会議、住民相談等に要する経費並びに団体等が

開催する意見交換会等各種会議への会派又は議員の参加に要する経費（会場・機材借上費、講師謝金、

資料印刷費、会議参加費（食糧費を含む）、文書通信費、交通費、宿泊費等）」とされている。

請求人の主張は、上記ロ (ｲ)と同様である。

議会事務局からは、請求人の主張に対し、上記ロ (ｲ)と同様の説明があった。また、手引において

「団体等から議員として会議や会合等に出席要請があり、かつ、その会議や会合等を開催する目的が政

務活動に適うものである場合に、参加に要する自己負担分（会費等）を支出することはできる」とされ



令和６年５月31日（金曜日） 第507号山　　形　　県　　公　　報

629

ており、摘示のあった支出は、いずれも議員として参加要請があり、かつ、実質的に意見交換等が行わ

れているものであり、政務活動費を充当することは適切であるとの回答があった。また、単に会議等の

名称により判断するのではなく、実際に政務活動を行っているかなど、実態により判断すべきものとの

回答があった。

当該支出について、それぞれ収支報告書及び添付書類による確認を行うとともに、議会事務局で議員

に確認した結果も加えて監査したところ、いずれの支出においても、議員として参加要請があり、実際

に意見交換等の活動が行われたものと思料されることから、直ちに違法な公金の支出に当たるとは言え

ない。

ハ　Ｃ類型（町会費等個人の立場で加入している団体に対する会費等の支出）として摘示された支出につい

て

(ｲ) ハのうち調査研究費に係る支出（３名、16件）について

請求人は、「町会費・公民館費・ＰＴＡ会費・商工会費・同窓会費・経営者としての資格等、個人的

な資格要件で加入している団体（ライオンズクラブ、ロータリークラブ、趣味の会等）の会費等、個人

の立場で加入している団体に対する会費等の支出は違法である」と主張する。

議会事務局からは、手引において「団体等への入会金及び年会費」について「当該団体の活動が政務

活動に適うものであれば支出することができる」とされており、摘示のあった支出は、いずれも議員が

県政課題に関する調査研究を行う目的として加入しているものであり、手引において「政務活動費を充

当するのに適さない会費等」とされている「町会費等個人的な資格要件で加入している団体の会費等」

には該当せず、適正な支出と判断しているとの回答があった。

摘示のあった支出について、それぞれ収支報告書及び添付書類による確認を行うとともに、議会事務

局で議員に確認した結果も加えて監査したところ、いずれも議員が関係者との意見交換や講師を招いて

の勉強会等の活動を行うために加入している団体の会費であり、県政課題に関する調査研究を目的とし

ているものと思料されるため、直ちに違法な公金の支出に当たるとは言えない。

(ﾛ) ハのうち会議費（１名、２件）に係る支出について

請求人の主張は、上記ハ(ｲ)と同様である。

議会事務局からは、摘示のあった支出は、いずれも議員として参加要請があり、かつ、実際に政務活

動が行われている会議の会費であって、手引において上記ロ(ﾛ)のとおり支出可能なものであり、適切

な支出であるとの回答があった。

当該支出について、それぞれ収支報告書及び添付書類による確認を行うとともに、議会事務局で議員

に確認した結果も加えて監査したところ、いずれの支出においても、議員として参加要請があり、実際

に意見交換等の活動が行われた会合の参加費と思料されることから、直ちに違法な公金の支出に当たる

とは言えない。

ニ　Ｄ類型（政党活動の支出など）として摘示された支出について

(ｲ) ニのうち調査研究費に係る支出（２名、３件）について

請求人は、「政党、後援会の活動や、その他議員の政務活動とは考えられない名刺印刷の支出などは

違法である」と主張する。

監査期間中に該当する議員から収支報告書訂正届の提出（１名、１件）があり、この支出については

請求の理由がなくなったことから、監査の対象から除外した。

摘示のあったその他の支出（１名、２件）について、議会事務局からは、手引において「議員が行う

調査研究（視察を含む）に要する経費は支出することができる」とされており、摘示のあった支出は、

いずれも議員が県政課題に関する調査研究を行う目的とする視察に参加したものであり、適正な支出と

判断しているとの回答があった。

当該支出について、それぞれ収支報告書及び添付書類による確認を行うとともに、議会事務局で議員

に確認した結果も加えて監査したところ、いずれの支出においても、地域の課題に関する調査研究を目

的とした視察に要する経費であると思料されるため、直ちに違法な公金の支出に当たるとは言えない。

(ﾛ) ニのうち広聴広報費（１名、１件）に係る支出について

請求人の主張は、上記ニ(ｲ)と同様である。

議会事務局からは、摘示のあった支出について、当該支出により作成した名刺は、広報誌の配布及び

県政報告会案内の発送に同封する名刺及び県政報告会の出席者に渡す名刺として用途が限定されている

ものと思料されること、及び、当該名刺には議員名のみ表記されており「記事の割合等により按分」す



令和６年５月31日（金曜日） 第507号山　　形　　県　　公　　報

630

る経費には該当しないことから、適正な支出と判断しているとの回答があった。

当該支出について、収支報告書及び添付書類による確認を行うとともに、議会事務局で議員に確認し

た結果も加えて監査したところ、使途について広聴広報活動に限定していると思料されること、並び

に、名刺には「山形県議会議員」及び氏名の記載のみであって議員活動以外の活動を示す記載内容はな

いことから、直ちに違法な公金の支出に当たるとは言えない。

(ﾊ) ニのうち要請陳情等活動費（２名、４件）に係る支出について

要請陳情等活動費は、手引において「会派又は議員が行う要請陳情活動、住民相談等の活動に要する

経費（資料印刷費、文書通信費、交通費、宿泊費等）」とされている。

請求人の主張は、上記ニ(ｲ)と同様である。

議会事務局からは、手引において「中央省庁、国会議員、県内関係機関等に対する要請陳情活動に要

する経費」について「地域のための予算獲得や県政の課題解決のために行う要請陳情活動に要する交通

費、宿泊費を支出できる」とされており、摘示のあった支出は、同一会派に所属する議員で構成する県

議団または議員として中央省庁または県選出国会議員に要請陳情活動を行った交通費、宿泊費であると

の回答があった。

当該支出について、それぞれ収支報告書及び添付書類による確認を行うとともに、議会事務局で議員

に確認した結果も加えて監査したところ、いずれも議員として中央省庁または国会議員に要請陳情活動

を行った交通費、宿泊費であると思料されるため、直ちに違法な公金の支出に当たるとは言えない。

(ﾆ) ニのうち会議費（２名、４件）に係る支出について

請求人の主張は、上記ニ(ｲ)と同様である。

監査期間中に該当する議員から収支報告書訂正届の提出（１名、２件）があり、この支出については

請求の理由がなくなったことから、監査の対象から除外した。

摘示のあったその他の支出（１名、２件）について、議会事務局からは、当該支出は、県議会に提出

された請願について、定例会で審査を行う前段で県議会の会派として内容を検討するために開いた会議

の出席に要した経費であると認められることから、適正な支出と判断しているとの回答があった。

当該支出について、それぞれ収支報告書及び添付書類による確認を行うとともに、議会事務局で議員

に確認した結果も加えて監査したところ、会派の所属議員として会派の会議に参加するための交通費で

あると思料されるため、直ちに違法な公金の支出に当たるとは言えない。

(ﾎ) ニのうち事務費（３名、４件）に係る支出について

事務費は、手引において「会派又は議員が行う活動に係る事務遂行に必要な経費（事務用品・備品・

消耗品購入費、備品維持費、文書通信費等）」とされている。

請求人の主張は、上記ニ(ｲ)と同様である。

議会事務局からは、摘示のあった支出は、いずれも名刺印刷代であり、議員が行う活動に係る事務遂

行に必要な経費として認められるものであるが、名刺は政務活動以外の活動においても使われることか

ら、実績等に応じた合理的な割合で経費を按分することを基準としながらも、手引の「事務所費、事務

費、人件費において、他の活動に係る部分と明確に区分し難い場合の按分の上限率は、原則２分の１と

する」との定めに従い、議員が上限の２分の１の按分率で政務活動費を充当しているものであり、適切

な支出と判断しているとの回答があった。

当該支出について、それぞれ収支報告書及び添付書類による確認を行うとともに、議会事務局で議員

に確認した結果も加えて監査したところ、いずれの支出においても、他の活動に係る部分と明確に区分

しがたい場合の上限の按分率２分の１が適用されていることから、直ちに違法な公金の支出に当たると

は言えない。

　４　結論

以上のことから、本件監査請求については、政務活動費に違法な支出があったとは言えず、また、知事が財

産の管理を怠った事実も認められないことから棄却する。

　５　意見

本件監査請求に対する監査結果は上記のとおりであるが、このことを踏まえ監査委員の意見を次のとおり付

す。

政務活動費は、議員の県政に関する調査研究と施策立案の一層の充実を図り、併せて更なる議会の活性化を

進めるために交付されるものであり、これをどのように活用するかは、本来議員の自律的判断に委ねられるべ

きである。
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その一方、政務活動費は公金から支出されることから、その使途には一定の制約が課されるとともに、透明

性の確保や県民への説明責任が常に求められているところである。

こうした中、本県においては、本年４月24日には平成27年度の政務活動費に係る住民訴訟の仙台高等裁判所

の判決が出され、その後、確定している。また、この度の住民監査請求以降、複数の議員から広報誌やホーム

ページの経費等に関する広聴広報費をはじめとした経費の支出の記載誤りを理由に収支報告書訂正届の提出が

あった。このようなことから、県議会としてより正確な運用と報告内容の点検強化が必要と認められたところ

である。

なお、本件監査請求にあたり、請求人から、議員の支出内容の資料として県議会がインターネット公開した

各県議の領収書を用いたが、公開画像の解像度が悪く記載内容が読み取りづらいものが多く、議会に対処を求

めたいとの意見があった。このことについて、監査において、議会事務局から、今後公開を予定しているもの

から順次解像度の向上に取組む旨の説明があったところであるが、ホームページ上で公表を行う趣旨に鑑み、

継続的に改善に取組まれるよう希望する。

県議会においては、これまで適切な運用を図るために手引の改正等を行ってきたところであるが、引き続き

政務活動費制度の本旨に則り、透明性と信頼性の確保に努め、議員としてどのような活動を行っているのか県

民に対し分かりやすく報告するなど、十分な説明責任を果たしながら、疑念を持たれることのないよう、適切

に運用することを期待するものである。

※参考とした判例　　

【平成21年12月17日／最高裁判所第一小法廷／判決／平成20年（行ヒ）第386号】

・政務調査費条例は、政務調査費の支出に使途制限違反があることが収支報告書等の記載から明らかにうかがわれ

るような場合を除き、監査委員を含め区の執行機関が、実際に行われた政務調査活動の具体的な目的や内容等に

立ち入ってその使途制限適合性を審査することを予定していない。

【平成22年３月23日／最高裁判所第三小法廷／判決／平成21年（行ヒ）第214号】

・議員の調査研究活動は多岐にわたり、個々の経費の支出がこれに必要かどうかについては議員の合理的判断にゆ

だねられる部分があることも確かである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　特定調達契約に係る落札者を次のとおり決定した。

　なお、この落札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和６年５月31日

山形県立新庄病院長　　八　　　戸　　　茂　　　美

１　落札に係る特定役務の名称及び予定数量　

　　債務負担行為　山形県立新庄病院清掃等業務　一式

２　特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　山形県立新庄病院事務部総務課施設用度係　新庄市金沢720番地の１　電話番号0233(22)5525

３　落札者を決定した日　令和６年３月26日

４　落札者の名称及び所在地

　　日本美装株式会社山形支店　山形市本町二丁目３番38号

５　落札金額　328,680,000円

６　特定調達契約の相手方を決定した手続　一般競争入札（総合評価落札方式）

７　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項の規定による公告を行った日　

　　令和６年２月16日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　特定調達契約に係る落札者を次のとおり決定した。

　なお、この落札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和６年５月31日

山形県立新庄病院長　　八　　　戸　　　茂　　　美
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１　落札に係る特定役務の名称及び予定数量

(1) 山形県立新庄病院感染性廃棄物収集運搬業務　

　　イ  50リットル段ボール容器　　40,800個 

　　ロ  20リットルポリ容器　　　　 1,200個

　　ハ  50リットルポリ容器　    　 2,400個

(2) 山形県立新庄病院感染性廃棄物処分業務

　　イ  50リットル段ボール容器　　40,800個

　　ロ  20リットルポリ容器　    　 1,200個

　　ハ  50リットルポリ容器　     　2,400個

２　特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　山形県立新庄病院事務部総務課施設用度係　新庄市金沢720番地の１　電話番号0233(22)5525

３　落札者を決定した日　令和６年３月26日　　

４　落札者の名称及び所在地

　　福興産業株式会社　福島県伊達郡桑折町字田植12番地の１

５　落札金額　（１個あたりの単価）　

(1) 山形県立新庄病院感染性廃棄物収集運搬業務　

　　イ  50リットル段ボール容器　　　605円

　　ロ  20リットルポリ容器　　　　　858円

　　ハ  50リットルポリ容器　    　1,254円

(2) 山形県立新庄病院感染性廃棄物処分業務

　　イ  50リットル段ボール容器　　　484円

　　ロ  20リットルポリ容器　    　　429円

　　ハ  50リットルポリ容器　    　　583円

６　特定調達契約の相手方を決定した手続　一般競争入札

７　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項の規定による公告を行った日　

　　令和６年２月16日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　特定調達契約に係る落札者を次のとおり決定した。

　なお、この落札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第372号）第１条に規定する協定その他の国際約束の適用を受ける。

　　令和６年５月31日

山形県立新庄病院長　　八　　　戸　　　茂　　　美

１　落札に係る物品等の名称及び予定数量　Ａ重油　1,113キロリットル

２　特定調達契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

　　山形県立新庄病院事務部総務課施設用度係　新庄市金沢720番地の１　電話番号0233(22)5525

３　落札者を決定した日　令和６年３月26日

４　落札者の名称及び所在地

　　野口鉱油株式会社　天童市鎌田一丁目13番１号

５　落札金額　１リットル当たり　91.63円

６　特定調達契約の相手方を決定した手続　一般競争入札

７　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項の規定による公告を行った日　

　　令和６年２月16日
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正　　　　　誤

発行年月日
県公報

番　号
ページ 行 誤 正

令和 6. 3.22 第488号 309 24 第55条を削る。 第55条を次のように改める。

　第55条　削除

同 同 同 下から２ 「第８項に」を「第10項に」 「第８項の」を「第10項の」

同 同 312 下から11 第44条を削る。 第44条を次のように改める。

　第44条　削除
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